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L　はじめ に

　近年，東海 ・繭 毎・南海地震等に代表される海溝型巨大地震に伴

う長周期地震動の発生が高し確率で 予測されて い る
1）M。長周期地震動

は 高層建物の設計に用い られて きた標準波 ・告示波に比べ 大きな地

震エ ネル ギコ をもつ 。また，大都市に多く建 て られ た高層建物は社会

の 中枢を担 うもの が多い 。この ような高層建物群が長周期地震動を受

けた場合の 損傷伏況を，総G的に評価するこ と鵬 社会の被害状況 を

把握し，適切な対策を展開する上で，極め て 重要な課題で ある、

　長周期地震動を受ける鋼構造高層建物の 耐震性に関 して は 地震

応答解析
珊 ，柱梁接合部実Wt＄S などに よ り検討が なされ、 20D8年

3 月には 1980年代以前に建設された初期の高層建物の橿 　　口 p
≡

細 を再現 した架構実験 がE 一ディフ ェ ン ス におい て実施 され た ny
。 こ

の実験で は，長周 期地震動に共辰して多数回 の 繰 り返 し変形を受け

る架構内におい て現場溶接1妾合を用い た柱梁接合部に破断が生 じた

10P
。柱探接台部に おける現場鰕 接合と工 場溶接接合の 変形能力につ

い て，既往の 柱 梁接合部実験に 関する統 計分析で は 現場溶接接合

の 破壊まで の 累 積塑蘭 殕 率が 工場溶接接合の 値 の 糸勺　O．6 倍 と評

価 され て お り，そ の値は ス カ ラ ッ プ形状等に も左右 され る
11）。現 場

溶 接は、施 工 ・管理 につ い ての 課題 の 遡
は 多い ものの ，施 工性 ・コ

ス ト面の 利点によ り，初期 の 建設 か ら現在 まで高層建物の 柱梁接 合

部に採 用 され てい る。つ ま り，既存高層建物群 の 耐 震性能評価に柱

梁接合部に用い られて い る接合種類や方法が 与え る影罌ま大きい．

一
方，長 周期地震動 は，各都市にお い て 異な る特定の 周期帯に ス ペ

ク トル の ピ
ー

クを有するこ とが知 られて い る
2）。以上の 背景の もと，

本研究で は 既存建吻詳の 耐震性能を合理的に評価するこ とを目的

に，それぞれの 都市ごとに現場溶接柱梁接合部 を有する建物の 分布

状況を，鰤 朸 お よび一
次固有周期の 観点か ら整理す る。

2． 対象建物

　本研究は，東京理科大 学 寺本研究室が作成 した 目本建築セ ン タ

ー
発行の 性能評定 シ F トに基づ く高層建物データベ ース nyeの うち ，

1966年か ら 2001年 5 月の 間 に評 定を取得した鋼構造建物 （以 降，

高層建物全体 と略す）を対 象とする。但 し，1つ の 建物に鋼構造以

年 代
一1 年代

一2 年代
一3 年代

一4

評定年代

1966年1月
　 　〜

1981年6月
　 　〜

1990年1月
　 　 〜

1995年 1月
　 　〜

高層建 物 （棟 ） 173 110 293 205

外の 構造種別を含む場合も対象とす る。対象建物の 建物高さは，最

も低い もの で年代
一1 の 36．9rn，年代

一3 以降は 601n以上 （以降

高層建 物と略す） とする。本論文で は，1981年の新耐震設計法の

施行，1995年 の 兵庫県南部地 震 2001年 の 建築基準法の 改正 に着

目し，年代 1〜4 を決定 した。表 1に，対象建物棟数を年代別に示

す。また，表 1に示 した年代
一1〜4 の対象建物棟魏 ま全781棟で，

その ほ とん どは主要都市部に集中して分布 して い る。従っ て 本論文

では，地区毎に考察を行う場合，高層建物を東京地区 （東京，神奈

川，千葉，埼玉 ）の 443棟 〔全体の 57％），大阪地 区 （大阪，兵庫）

の 148棟 （19％），名古屋 地区 （愛知，岐阜，三重 ）の 35棟 （5％ ）

に分類 し，3地 区の 計626棟 （8（P／。） に着 目す る。

3．　 柱粱仕ロの 溶接形 式に つ いて

　図 1 に高層建物の 柱梁仕口溶接形式 の 割合を示 す。 （a）
〜
（d）に全

国お よび地 区毎 の 結果 をそれぞれ示す。本論文 で は，柱梁接合部に

一
ヵ 所で も現場溶接が用い られ た建物を梁端現場溶接建物 とす る。

全国の 全年代 で 高層建物に 梁端 現場溶接建 物が 61％ （480棟），梁端

工場溶 接建物が 36％ （279棟）の 割 合で用い られてい る。全国の 年代

別 で は，梁端現場 溶接建物が年代
一1で 37％ （〔舛 棟），年代

一2で

61％ 〔67棟），年代
一3 で 77％ （226棟1，年代

一4 で OO9／・ （123棟）

を占め，年代一1〜3 におい て 梁端現揚溶接建物 は増 加傾向にある

こ とがわかる。しか し，兵庫県南部地震後の 年代
一4 で 梁端現揚溶

接建吻は年代
一3 の 7輸 ・ら6CP／oに減少して い る。次に，地区毎に

見る と全年代で の 梁端現場溶接建物は，東京地 区で 衡 ％ （293棟），

大 阪地区 69％ （85棟），名古屋 地区で 54％ （19棟） を 占める。図

1（b）〜（d）よ り，地区の違い に よる傾向は特に見 られず いずれの 地

区も年代
一1〜3 まで 増加し年代

一4 で減少する こ とがわか る。梁

端現揚溶緩建 物の 割合が最も多い 年代
一3 では東 京地 区で 829／o （130

棟），大阪 地区で 76％ （41棟）， 名古屋地区で 77％ （10棟） となり3

地 区と も約 8K）P／eを占め るまで増加 して い る。兵庫県南部地震後の 年

一277一
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代
一4 の 梁孅 吻は 　東京地区が 66°

／q　（80棟），大阿 也区

が ng％ （19棟），名古屋地区が 63％ （5棟〉で あり，薄反地区が 3地

区の うち最も少 なレ値 となっ てい るこ とが確認で きる。

4，　 高層建物と梁端現 場溶接建物の比較

4．1　Cb・rにつ いて

　図 2に，設 計用べ 一ス シア係 数 （］b と
一

次 固有周ma　Tを乗 じた値

で ある （］b
・Tの頻度分布を示す。図 2に，高層建物の 標準 偏差 a ，

期待値E，棟数を示 し，O 内には梁端現場溶接建物の それ ぞれの

値を示す。但し，本節で は 対象建 物の うち （］b　
・T が O．5以 下の 建物

の み （高層建物の 98％ ）を対象とする。

は じめに，全国に着 目する と全年代の 高層建物にお ける Cb・T の標

準偏差 は O．08，期待値は （130 で ある 。 梁端現揚溶接建物に限定 し

た場合 ， 全 年代の （）b
・T の 標準偏差 は 0，05，期待値は O．30 で あ る。

い ずれ も ， 年代 の 違い によ る傾向 は見 られ ない
。 全年代 の 期待値は

高層建物 と梁端現場溶接建物で ほ ぼ等 しレ・値 を示 した。一
方， 地 区

別 に見る と東京地区に お ける全 年代の高層建 物の標準偏差は O．07，

期待 値は 030，梁端 現場 溶接建物 の標準偏差は O．05，期待値は 031

であ り，各年代 におい て もそれぞれ全国 とほぼ等 しい 値を示す。従

っ て，地 区別 の 考察で は東京 地 区を基準 と して 考え る。大 阪地 区に

お ける 全年代の 高層建物の標準偏差は O．OS，期待値は 0．30，梁端現

場溶接建物 の 標準偏差は 0．〔5，期待値は O．30 で あ り，東京地区と

近 レ値 を示す。高層建物 に 年代 の違い による傾向は見 られ ず，各年

代で東京地区 と近い 値を示 した。梁端現場溶接建物は，年 代
一1 で

高層建物の 期待値 0．30 に対 し，期待値が 034 で あり，分布が大き

し値 に集中して い るこ とがわかる。名古屋地 区における全年代の 高

層建物の標 鞴 まO．14，期待値は 030，梁端 現場 溶1妾建物 の 標準

偏差は O．（応，期待値は 031で あり，東京地区 と近し値 を示す。

4．2 一
次固有周期と建物高さの 関係

　
一
次固有周ma　T と建物高さH の 関係式 を以下に示す。

　　T ＝α H 　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　図3に，（1）式の傾きα における頻度分布を示す。図 3に，高層建

物の 標準偏差 σ ，期待値 E お よび棟数を示 し，0 内には梁端現

場 溶接建 物の それぞれ の 値を示 す。

全国 に着 目する と，全年代の 高層建物の α の 標準偏 差は O．0042，期

待値は 0．〔1245で ある。梁端現場溶接建物に限定した場 合， 全年代

の標準偏差は 0．0038
，

α の 期待値は 0．〔1251で ある。い ずれ も， 年代

の違い に よる傾向は 見 られ ない．全 て の 年代にお い て，高層建物 と

梁端 現場溶接 建物の 期待値は近レ値 を示 した。地区別 に 見る と，東

京地 区にお ける全年代 の 高層建 物の 標準偏 差は 0．0036，期待値 は

棟数　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　智洽
3D0　　　　　　　　　　　　　　　　 100

240　 80

180　 60

t20　 40

60　 20

　 0　　　　　　　　　　　　　　　　　 0

　 　 　 1　　 2　　 3　　 4　　 年代

　　（a） 全国 （781棟）

鸚　　　　　　　鬻
240　 80

180 　 60

120　 40

60　 20

　 0　　　　　　　　　　　 　　　　　　 0

　 　 　 1　　 2　　 3　　 4　　 年代

　　◎　大阪地区 （123棟）

　　 Eヨ 現翩 妾 zz 工 嬲 …

　　　　図 1

鸚　　　　　　　 鬻
24Q　 80

1BO　 60

120　 40

60　 20

　 0

　 　 　 1　　 2　　 3　　 4　　 年代

　　（b｝東京地 区 （443棟）

棟数　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　割合
300　　　　　　　　　　　　　　　　 100

24e　 80

180　 60

120　 40

・・ ・・

　 0　　　　　　　　　　　　　　　　　 0
　 　 　 1　　 2　　 3　　 4　　 年代

　 （  　名古屋地区 （35棟）

■ 言atetttし　一e 　 em

柱梁仕口 における溶接形式の 割合

0．0245，梁端現場溶接建物の標準偏差は O．0033，期待値は 0．〔1246で

あ る。い ずれ も年代の 違い に よる傾 向は 見 られな い。大阪地 区にお

ける全年代の 高層建物の 標準偏差は 0．0041，期待値は 0．0253，梁端

現場溶接の 標準偏差は O．00M，期待値は 0．〔ロ57 であ る。東京地 区

と比較すると，高層建物と梁端現場溶接建物ともに大きな慂 ・はな

い。年代毎に 見る と，年代
一1 〜3 にお い て 大阪地 区の α が 大きい

が，年 代一4以降は東京地 区 と同程度であ る。名古屋地区にお ける

全年代の 高層建物の標準偏差は 0．0054，期 待値は O．0240，梁端 現場

溶接の 標準偏差は 0．0053，期待値は 0。（n58 であ り，梁端現場溶接

建物の 璽 が高層建物に比べ て大 きい。名古屋地区の 高層建物の α

は ， 東 京地区の 高層建物 と近 レ値 を示す が，梁端現場溶接建 物は東

京地区 よ り大きい 結果 となっ た。

5．　 ま とめ

　本研究で は 既存高層建物の 柱梁接合部の 現状を把握するこ とを

目的に ， IM 年〜2001年 5月の 間に 日本建 築セ ン ター発行の 性能

評定シ
ー

トに記載され て い る鋼構造建物を対象に， 柱梁仕口 の 溶接

形式 に関す る調査 を行っ た。高層建物 と梁端現場溶接接合部を有す

る建物の 比較 によ り，得 られ た知見 を以下 に示 す1

（1）

（2）

既 存高層建物の うち，梁端 現場 溶接建物 が全体 の 61％ （480

棟），梁端工 場溶接建物が 36％ （279棟）の 害｝合で あっ た。梁

端現場溶接建物は，1966年〜1994年 12月の 間に増加 して い

るが，1995年〜2001年 5月に お い て 減少 した。地区の 違い に

よる傾 向は見 られな か っ た。

高層建物 と梁端現揚 溶接建物 にお ける設 計 用べ 一ス シ ア係数

Cbと一次固有周期 T を乗 じた値で ある （射 丁は，年代，地区

一278 一
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の 違い による傾 向は見 られなか っ た。

（3） 高層建物と梁端 現場溶接建物 における
一

次固有周期 T と建 物

高さ H で表 され る〔1）式の 値α は 年代の 違 い による傾 向は見

られ なか っ た。地 区別 で は 大阪地 区の 高層建物 の α 匚 が，

1966年〜1994年に お い て 大きレ値 を示 した。しか し，1995

年以 降で は 東京地区 と同程度で ある。

辮

本研 究は 文部 科学省が推進す る 「首都直下地 震防 災・減 災糊 1亅プ ロ ジェク ト」

の
一

環 として，融）防災科学捜術研 究所が 受託 した F  都市施設の 耐震性

能評価 ・機能確 保に関する研 究 」の 成果の
一
部です』 また、本研究 で用 い て

い る既存建物データベ ー
ス は東京理科大学寺本研 究室か ら提供 して 頂い た

もの で 丸 こ こ に記 して感 謝の 意 を表 しますL
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